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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第102期 

中間連結会計期間
第103期 

中間連結会計期間
第102期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 1,168,956 1,727,546 2,372,420

経常利益 (百万円) 125,684 45,866 126,407

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 87,656 29,770 84,975

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 94,242 21,363 147,128

純資産額 (百万円) 1,092,925 1,146,612 1,135,730

総資産額 (百万円) 5,441,352 5,773,565 5,731,856

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 175.22 59.50 169.85

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 19.6 19.4 19.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 165,842 △12,739 370,156

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △284,423 △200,376 △375,694

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 31,854 104,097 115,185

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 465,190 552,918 660,589
 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式につい

ては、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の新たな発生又は前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、緩やかに回復しております。個人消費は持ち直しの動きが見ら

れ、設備投資も持ち直しております。生産にも持ち直しの動きが見られますが、住宅建設は横ばいの状況です。輸

出には持ち直しの動きが見られますが、輸入はおおむね横ばいとなっております。公共投資は底堅く推移してお

り、企業収益については、改善しております。

東北地域の経済は、緩やかに回復しております。個人消費は緩やかに回復しており、設備投資は増加基調にあり

ます。生産も緩やかに回復している一方、公共投資は横ばいで推移し、住宅投資は下げ止まっております。

このような状況のなかで、当中間連結会計期間の販売電力量の状況については、当社において、販売電力量（小売）

は、前年に比べ夏季の気温が低く推移したことによる冷房需要の減少があったものの、新規顧客獲得などから増加して

おります。また、販売電力量（卸売）は、相対取引が増加したことなどから、販売電力量（全体）は、424億kWh（前年

同期比 8.8％増）となりました。

売上高は、間接オークションに伴う自己約定
※
を含むエリア外取引の増加などから、１兆7,275億円となり、前年

同期に比べ、5,585億円（47.8％）の増収となりました。

経常利益は、市場や販売環境の変化に伴う収支改善や、電力先渡取引等の時価評価影響があったものの、

送配電事業における需給調整費用の増加等による損失の拡大や、女川原子力発電所第２号機の定期事業者検

査の実施による稼働差に伴う収支悪化及び燃料費調整制度のタイムラグ影響などにより、458億円となり、

前年同期に比べ、798億円（63.5％）の減益となりました。

親会社株主に帰属する中間純利益は、297億円となり、前年同期に比べ、578億円（66.0％）減少しました。

※間接オークションに伴う自己約定

・　地域間連系線を利用し、卸電力取引所を介して電気を販売する場合に、エリアをまたいで「売り」「買い」

を同時に行う取引をいいます。

・　例えば、当社が、東北エリアで発電した電気を東京エリアで販売する場合、当社は卸電力取引所との間で、

東北エリアで「売り」、東京エリアで「買い」の取引を同時に行うこととなります。

・　売上高には、この間接オークションに伴う自己約定分が合計3,776億円（前年同期比3,509億円増）含まれて

おりますが、費用も計上されることから、収支への影響はありません。
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当中間連結会計期間におけるセグメントの業績（セグメント間の内部取引消去前）は次のとおりであります。

 
［発電・販売事業］

当社の販売電力量（小売）は、前年に比べ夏季の気温が低く推移したことによる冷房需要の減少があったもの

の、新規顧客獲得による販売電力量の増加などから、前年同期に比べ、7.8％増の301億kWhとなりました。このう

ち、電灯需要は、9.0％減の78億kWh、電力需要は、15.2％増の223億kWhとなりました。また、販売電力量（卸売）

は、相対取引が増加したことなどから、11.6％増の124億kWhとなりました。

この結果、当社の販売電力量（全体）は、8.8％増の424億kWhとなりました。

これに対応する供給については、自社電源の原子力発電所が安定して稼働したことに加え、他社からの機動

的な調達の組み合わせにより、安定した供給力を確保しました。

売上高は、間接オークションに伴う自己約定を含むエリア外取引の増加などから、１兆4,805億円となり、前

年同期に比べ、 4,982億円（50.7％）の増収となりました。

経常利益は、市場や販売環境の変化に伴う収支改善や、電力先渡取引等の時価評価影響があったものの、女

川原子力発電所第２号機の定期事業者検査の実施による稼働差に伴う収支悪化及び燃料費調整制度のタイムラ

グ影響などにより、625億円となり、前年同期に比べ、744億円（54.3％）の減益となりました。

 
［送配電事業］

エリア電力需要は、前年に比べ夏季の気温が低く推移したことにより、家庭・業務用において冷房需要が減

少したことなどから、前年同期に比べ、3.9％減の346億kWhとなりました。

売上高は、再生可能エネルギー電気卸供給の増加などから、4,905億円となり、前年同期に比べ、

569億円(13.1％）の増収となりました。

経常損益は、エリア電力需要の減少に伴う基準託送料金の減少や、調整力の調達単価上昇に伴い需給調整関

係の収支が悪化したことなどから、前年同期に比べ、166億円損失幅が拡大し、225億円の損失となりました。

 
［その他］

売上高は、総合設備エンジニアリング事業において、原子力関連工事の増加などから、837億円となり、前年

同期に比べ、96億円（12.9％）の増収となりました。

これにより、経常利益は、67億円となり、前年同期に比べ、６億円（11.1％）の増益となりました。

 
(2) 財政状態

資産は、固定資産仮勘定が増加したことなどから、総資産は417億円（0.7％）増加し、５兆7,735億円となりまし
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た。

負債は、有利子負債が増加したことなどから、308億円（0.7％）増加し、４兆6,269億円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上などから、108億円（1.0％）増加し、１兆1,466億円となりまし

た。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末と同水準の19.4％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間においては、需給調整費用の増加や女川原子力発電所第２号機の稼働差に伴う収支悪化に

加え、消費税の納付額が増加したことなどにより、前年同期の収入から支出に転じ127億円の支出（前年同期は

1,658億円の収入）となりました。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間においては、投融資による支出が減少したことなどにより、前年同期に比べ、支出が840億円

（29.6％）減少し、2,003億円の支出となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間においては、長期借入れによる収入が増加したことなどにより、前年同期に比べ、収入が

722億円（226.8％）増加し、1,040億円の収入となりました。

 
この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末残高に比べ、1,076億円

（16.3％）減の5,529億円となりました。

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

 
前中間連結会計期間

（自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日）

増　減

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,658 △127 △1,785

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,844 △2,003 840

フリー・キャッシュ・フロー △1,185 △2,131 △945

財務活動によるキャッシュ・フロー 318 1,040 722

現金及び現金同等物の中間期末残高 4,651 5,529 877
 

(注) フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・

フロー」の合計であります。

 
(4) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当中間連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び連結子会社）の経営方針、経営環境及び対処すべき

課題等について、重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社企業グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は25億円であります。

 

EDINET提出書類

東北電力株式会社(E04501)

半期報告書

 5/25



 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当社企業グループ（当社及び連結子会社）の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であるため「生産実績」及び

「販売実績」を定義することが困難であることから、生産、受注及び販売の実績については、記載可能な情報を

「(1) 業績の状況」においてセグメントの業績に関連付けて記載しております。

なお、当社個別の事業の状況は次のとおりであります。

 
① 供給力実績

種別
当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日)

前年同期比(％)

自社発電電力量 (百万kWh) 23,831 85.1

水力発電電力量 (百万kWh) 4,172 101.9

火力発電電力量 (百万kWh) 17,127 82.9

原子力発電電力量 (百万kWh) 2,514 78.0

新エネルギー等発電等電力量 (百万kWh) 18 94.7

融通・他社受電電力量 (百万kWh)
22,289 140.7

△2,240 63.9

揚水発電所の揚水用電力量等 (百万kWh) △282 161.1

合計 (百万kWh) 43,598 108.5

出水率 (％) 92.7 ―
 

(注) １　当中間連結会計期間末日において未確定のインバランス等の電力量は含まれておりません。

２　融通・他社受電電力量には、連結子会社からの受電電力量(東北電力ネットワーク㈱ 2,221百万

kWh、酒田共同火力発電㈱ 1,597百万kWh、東北自然エネルギー㈱ 503百万kWh他)、送電電力量(東北

電力ネットワーク㈱ 2,023百万kWh他)を含んでおります。

３　融通・他社受電電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示しております。

４　揚水発電所の揚水用電力量等とは貯水池運営のための揚水用に使用する電力量及び自己託送の電力

量であります。

５　出水率は、1995年度から2024年度までの中間期の30ヶ年平均に対する比であります。

６　個々の数値の合計と合計欄の数値は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。

 
 
② 販売実績

種別
当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

前年同期比(％)

販売電力量(百万kWh)

電灯 7,802 91.0

電力 22,287 115.2

小売 計 30,089 107.8

卸売 12,356 111.6

合計 42,445 108.8
 

(注) １　小売には自社事業用電力量（31百万kWh）を含んでおります。

２　卸売には特定融通等を含んでおります。

３　個々の数値の合計と合計欄の数値は、四捨五入の関係で一致しない場合があります。
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(7) 設備の状況

　　① 主要な設備の状況

当中間連結会計期間において、主要な設備に関する著しい変動はありません。

 
　　② 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において、当連結会計年度以降の着工を計画していた「山形幹線昇圧延長工事」については、

2026年６月１日に着工いたしました。使用開始は、2033年10月を予定しております。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 502,882,585 502,882,585
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 502,882,585 502,882,585 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 ― 502,883 ― 251,441 ― 26,657
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

(自己株式を

除く。)の

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イン
ターシティAIR

71,577 14.27

株式会社日本カストディ銀行（信
託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 40,706 8.11

東北電力従業員持株会 宮城県仙台市青葉区本町一丁目７番１号 17,254 3.44

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 9,609 1.92

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

7,941 1.58

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,　
E14 ５JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

7,017 1.40

株式会社七十七銀行 宮城県仙台市青葉区中央三丁目３番20号 6,468 1.29

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505103
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

6,138 1.22

THE BANK OF NEW YORK MELLON
140044
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10286, U.S.A.
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

5,782 1.15

仙台市 宮城県仙台市青葉区国分町三丁目７番１号 5,196 1.04

計 ― 177,688 35.42
 

　(注) １　「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する株式1,296千株については、発行済株式数から控除す

る自己株式に含まれておりません。

２　2021年12月21日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社及び共同保有者(計２名)が2021年12月15日現在で以下の株式を所有している旨が

記載されているものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

三井住友トラスト・アセットマネ
ジメント株式会社ほか１名

東京都港区芝公園一丁目１番１号ほか 23,597 4.69
 

 
３　2022年６月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社及び共同保有

者(計３名)が2022年６月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社とし

て2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

　　なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

野村證券株式会社ほか２名 東京都中央区日本橋一丁目13番１号ほか 20,868 4.15
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４　2023年９月25日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社みずほ銀行及び共同保

有者(計２名)が2023年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

株式会社みずほ銀行ほか１名 東京都千代田区大手町一丁目５番５号ほか 15,870 3.16
 

 
５　2025年６月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン

株式会社及び共同保有者(計７名)が2025年５月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されて

いるものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(千株)

株券等保有
割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式会
社ほか６名

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号ほか 25,828 5.14
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,179,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 499,088,200
 

4,990,882 ―

単元未満株式 普通株式 2,614,785
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 502,882,585 ― ―

総株主の議決権 ― 4,990,882 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,600株(議決権26個)含

まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する株式が

1,295,700株(議決権12,957個)含まれております。

３　「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式53株、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係

る信託口の株式92株及び当社所有の自己株式71株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式

総数に対する
所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
東北電力株式会社

宮城県仙台市青葉区本町
一丁目７番１号

1,179,600 ― 1,179,600 0.23

計 ― 1,179,600 ― 1,179,600 0.23
 

（注）「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式1,295,700株は、上記の自己株式等には含まれて

おりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下、「連結財務諸表規則」といいます。）に準拠し、「電気事業会計規則」(昭和40年通商産業省令第57号)に準じ

て作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(自 2026年４月１日　至 2026年９

月30日)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 固定資産 4,473,289 4,536,846

  電気事業固定資産 3,074,850 3,066,838

   水力発電設備 219,470 216,400

   汽力発電設備 368,663 360,867

   原子力発電設備 635,695 617,881

   送電設備 561,177 578,304

   変電設備 273,496 271,105

   配電設備 806,862 810,707

   業務設備 143,718 146,765

   その他の電気事業固定資産 65,765 64,806

  その他の固定資産 204,034 201,185

  固定資産仮勘定 503,640 548,675

   建設仮勘定及び除却仮勘定 437,062 482,593

   原子力廃止関連仮勘定 16,016 14,218

   使用済燃料再処理関連加工仮勘定 50,561 51,863

  核燃料 141,730 144,789

   装荷核燃料 29,132 30,093

   加工中等核燃料 112,597 114,695

  投資その他の資産 549,033 575,357

   長期投資 159,379 164,747

   退職給付に係る資産 93,581 94,984

   繰延税金資産 93,310 95,086

   その他 206,254 223,954

   貸倒引当金（貸方） △3,491 △3,415

 流動資産 1,258,566 1,236,718

  現金及び預金 594,509 478,986

  受取手形及び売掛金 183,377 244,250

  短期投資 66,189 74,041

  棚卸資産 注１  91,678 注１  99,202

  その他 323,264 340,739

  貸倒引当金（貸方） △452 △502

 合計 5,731,856 5,773,565
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び純資産の部   

 固定負債 3,392,028 3,538,946

  社債 1,611,695 1,596,695

  長期借入金 1,493,847 1,659,302

  未払廃炉拠出金 124,295 124,295

  災害復旧費用引当金 3,343 3,343

  退職給付に係る負債 106,951 105,431

  その他 51,895 49,876

 流動負債 1,204,096 1,088,006

  1年以内に期限到来の固定負債 385,035 354,564

  買掛金 180,217 201,610

  未払税金 49,661 29,767

  災害復旧費用引当金 593 573

  その他 588,588 501,490

 負債合計 4,596,125 4,626,952

 株主資本 1,013,075 1,032,923

  資本金 251,441 251,441

  資本剰余金 23,286 23,286

  利益剰余金 742,296 761,641

  自己株式 △3,948 △3,445

 その他の包括利益累計額 98,265 89,263

  その他有価証券評価差額金 18,388 23,880

  繰延ヘッジ損益 17,627 14,750

  土地再評価差額金 △896 △900

  為替換算調整勘定 7,748 8,785

  退職給付に係る調整累計額 55,397 42,748

 非支配株主持分 24,390 24,425

 純資産合計 1,135,730 1,146,612

 合計 5,731,856 5,773,565
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

 【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業収益 1,168,956 1,727,546

 電気事業営業収益 1,095,905 1,649,362

 その他事業営業収益 73,050 78,184

営業費用 注１  1,027,843 注１  1,667,189

 電気事業営業費用 964,881 1,594,147

 その他事業営業費用 62,961 73,041

営業利益 141,113 60,357

営業外収益 3,456 9,451

 受取配当金 432 1,696

 受取利息 783 1,803

 持分法による投資利益 455 3,094

 その他 1,784 2,857

営業外費用 18,885 23,942

 支払利息 14,662 20,365

 その他 4,222 3,577

中間経常収益合計 1,172,413 1,736,998

中間経常費用合計 1,046,728 1,691,132

経常利益 125,684 45,866

税金等調整前中間純利益 125,684 45,866

法人税、住民税及び事業税 37,337 12,519

法人税等調整額 153 2,983

法人税等合計 37,490 15,503

中間純利益 88,193 30,363

非支配株主に帰属する中間純利益 537 592

親会社株主に帰属する中間純利益 87,656 29,770
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 【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 88,193 30,363

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,925 5,364

 繰延ヘッジ損益 2,602 △3,099

 為替換算調整勘定 1,822 1,037

 退職給付に係る調整額 △2,532 △12,518

 持分法適用会社に対する持分相当額 230 215

 その他の包括利益合計 6,048 △8,999

中間包括利益 94,242 21,363

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 93,708 20,773

 非支配株主に係る中間包括利益 533 590
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 125,684 45,866

 減価償却費 112,630 116,548

 原子力廃止関連仮勘定償却費 1,798 1,798

 核燃料減損額 1,737 1,527

 固定資産除却損 1,258 2,391

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,275 △1,519

 受取利息及び受取配当金 △1,216 △3,500

 支払利息 14,662 20,365

 売上債権の増減額（△は増加） 39,504 △63,908

 未収入金の増減額（△は増加） △23,896 31,669

 棚卸資産の増減額（△は増加） 10,674 △7,524

 仕入債務の増減額（△は減少） △58,356 21,196

 その他 △29,392 △153,112

 小計 193,813 11,798

 利息及び配当金の受取額 2,518 5,081

 利息の支払額 △13,758 △18,258

 法人税等の支払額 △16,730 △11,360

 営業活動によるキャッシュ・フロー 165,842 △12,739

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △203,025 △208,820

 投融資による支出 △89,894 △1,497

 投融資の回収による収入 1,079 96

 その他 7,416 9,845

 投資活動によるキャッシュ・フロー △284,423 △200,376

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 社債の発行による収入 94,690 114,967

 社債の償還による支出 △95,000 △105,000

 長期借入れによる収入 155,440 220,280

 長期借入金の返済による支出 △108,537 △110,458

 短期借入れによる収入 2,700 2,350

 短期借入金の返済による支出 △3,900 △3,500

 配当金の支払額 △9,993 △10,004

 非支配株主への配当金の支払額 △258 △555

 その他 △3,287 △3,982

 財務活動によるキャッシュ・フロー 31,854 104,097

現金及び現金同等物に係る換算差額 785 1,347

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △85,940 △107,670

現金及び現金同等物の期首残高 551,131 660,589

現金及び現金同等物の中間期末残高 注１  465,190 注１  552,918
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【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

・　税金費用の計算

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使

用する方法によっております。

 
 
(中間連結貸借対照表関係)

１　棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

商品及び製品 6,654百万円 6,805百万円

仕掛品 5,814百万円 8,853百万円

原材料及び貯蔵品 79,209百万円 83,543百万円

計 91,678百万円 99,202百万円
 

 

２　偶発債務

(1)　社債、借入金に対する保証債務

　
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

日本原子力発電㈱ 69,269百万円 78,432百万円

日本原燃㈱ 51,018百万円 49,393百万円

男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy
(同)

17,875百万円 28,172百万円

つがるオフショアエナジー(同) 4,115百万円 4,495百万円

送配電システムズ(同) 1,479百万円 4,064百万円

(同)八峰能代沖洋上風力 3,325百万円 3,325百万円

ギソン２パワーLLC 1,348百万円 1,326百万円

秋田洋上風力発電㈱ 325百万円 325百万円

計 148,757百万円 169,534百万円
 

 

(2)　取引の履行等に対する保証債務

　
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy
(同)

26,778百万円 23,528百万円

福井くにみ風力(同) 　 　 ― 2,840百万円

ギソン２パワーLLC 1,608百万円 1,583百万円

(同)JRE新酒田風力 864百万円 240百万円

スプリーム・エナジー・ランタウ・
デダップ

61百万円 60百万円

計 29,314百万円 28,253百万円
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(中間連結損益計算書関係)

１　営業費用の内訳

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日　至 2025年９月30日)

電気事業営業費用の内訳

区分
電気事業営業費用
(百万円)

電気事業営業費用
のうち販売費・
一般管理費の計
(百万円)

人件費 67,728 27,668

燃料費 241,714 －

修繕費 82,531 1,519

委託費 26,269 12,656

減価償却費 102,150 10,578

購入電力料 315,006 －

公租公課 48,189 1,672

その他 81,290 29,583

合計 964,881 83,678
 

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日　至 2026年９月30日)

電気事業営業費用の内訳

区分
電気事業営業費用
(百万円)

電気事業営業費用
のうち販売費・
一般管理費の計
(百万円)

人件費 55,665 15,851

燃料費 236,826 －

修繕費 90,993 1,532

委託費 29,600 14,379

減価償却費 105,293 11,800

購入電力料 934,792 －

公租公課 46,235 2,223

その他 94,740 31,993

合計 1,594,147 77,781
 

 
２　グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の取扱い

　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46

号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対す

る法人税等を計上しておりません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日)

現金及び預金中間期末残高 455,295百万円 478,986百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△25,350百万円 △100百万円

その他の流動資産
(償還期限が３か月以内の
短期投資)

35,244百万円 74,032百万円

現金及び現金同等物中間期末残高 465,190百万円 552,918百万円
 

 

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日　至 2025年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 10,021 20.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

（注）2025年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有す

る当社株式に対する配当金18百万円が含まれております。

 
２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月30日
取締役会

普通株式 10,021 20.00 2025年９月30日 2025年11月28日 利益剰余金
 

（注）2025年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日　至 2026年９月30日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 10,021 20.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

（注）2026年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有す

る当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

 
２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月30日
取締役会

普通株式 10,034 20.00 2026年９月30日 2026年11月30日 利益剰余金
 

（注）2026年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金25百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日　至 2025年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

発電・
販売事業

送配電
事業

計

売上高        

 電灯・電力料 676,995 3,488 680,483 － 680,483 － 680,483

 地帯間・他社販売電力料 190,469 131,841 322,311 － 322,311 － 322,311

 託送収益 － 60,538 60,538 － 60,538 － 60,538

 その他 (注)４ 47,847 32,096 79,944 25,678 105,623 － 105,623

 外部顧客への売上高 915,312 227,965 1,143,278 25,678 1,168,956 － 1,168,956

セグメント間の内部
売上高又は振替高

66,974 205,631 272,606 48,463 321,070 △321,070 －

計 982,287 433,597 1,415,884 74,142 1,490,027 △321,070 1,168,956

セグメント利益又は損失(△) 137,043 △5,947 131,096 6,112 137,209 △11,525 125,684
 

(注) １　その他には、総合設備エンジニアリング事業、不動産事業、ＤＸ・ＩＴ事業などを含んでおります。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△11,525百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４　「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」及び「米国関税措置を受けた緊急対応パッケー

ジ」に基づき実施される「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により、国が定める値引き単価による電気・

ガス料金の値引きを行っており、その原資として受領する補助金に係る収益が、顧客との契約から生じる収

益以外の収益として、発電・販売事業の「その他」に14,025百万円、送配電事業の「その他」に93百万円、

それぞれ含まれております。

なお、当該補助金のほか、発電・販売事業の「その他」には、顧客との契約から生じる収益以外の収益とし

て、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）に基づく収益が6,184百万円

含まれております。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日　至 2026年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

発電・
販売事業

送配電
事業

計

売上高        

 電灯・電力料 675,138 3,157 678,295 － 678,295 － 678,295

 地帯間・他社販売電力料 669,979 181,552 851,531 － 851,531 － 851,531

 託送収益 － 66,172 66,172 － 66,172 － 66,172

 その他 (注)４ 67,383 38,581 105,965 25,581 131,547 － 131,547

 外部顧客への売上高 1,412,501 289,463 1,701,965 25,581 1,727,546 － 1,727,546

セグメント間の内部
売上高又は振替高

68,053 201,119 269,172 58,161 327,333 △327,333 －

計 1,480,554 490,582 1,971,137 83,743 2,054,880 △327,333 1,727,546

セグメント利益又は損失(△) 62,578 △22,583 39,995 6,788 46,783 △916 45,866
 

(注) １　その他には、総合設備エンジニアリング事業、不動産事業、ＤＸ・ＩＴ事業などを含んでおります。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△916百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４　「『強い経済』を実現する総合経済対策」及び「中東情勢を踏まえた緊急的激変緩和措置」に基づき実施さ

れる「電気・ガス料金負担軽減支援事業」により、国が定める値引き単価による電気・ガス料金の値引きを

行っており、その原資として受領する補助金に係る収益が、顧客との契約から生じる収益以外の収益とし

て、発電・販売事業の「その他」に22,112百万円、送配電事業の「その他」に143百万円、それぞれ含まれ

ております。

なお、当該補助金のほか、発電・販売事業の「その他」には、顧客との契約から生じる収益以外の収益とし

て、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）に基づく収益が14,561百万円

含まれております。
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(収益認識関係)

・　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項　　目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

　　　 １株当たり中間純利益 175.22円 59.50円

  　 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 87,656 29,770

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間
純利益(百万円)

87,656 29,770

    　普通株式の期中平均株式数(千株) 500,258 500,363
 

（注）１ １株当たり中間純利益の算定上、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式については、

期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、信託口が保有する期中平均自

己株式数は、前中間連結会計期間828千株、当中間連結会計期間920千株であります。

２ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 
 
２ 【その他】

第103期（自 2026年４月１日　至 2027年３月31日）中間配当について、2026年10月30日開催の取締役会において、

2026年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は質権者に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。

（1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,034百万円

（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 20円00銭

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日                　  2026年11月30日

（注）配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託」に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金25百万円が含

まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月10日

東北電力株式会社

取締役会　　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　﨑　　隆 浩  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 清　水　　幹　雄  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　本　　貴　弘  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東北電力株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年

９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北電力株式会社及び連結子会社の2026年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係

る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせ

る事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含

めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表

示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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